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①省エネルギー、低ＣＯ２効果
・京都議定書の発効により、地球温暖化が急務となっており、陸上輸送から海上輸送への

モーダルシフトを強力に推進する必要がある。
・フェリー、ＲＯＲＯ船等の国内海上輸送は、低エネルギー消費、低ＣＯ２排出の環境にやさしい輸送
モード（１トンの貨物を１ｋｍ輸送したときに排出するＣＯ２の量はトラック輸送に対して1/3～1/5）

１．内貿ユニットロード輸送の動向

（１）海上輸送サービスの特性 （※海事局資料より抜粋）（１）海上輸送サービスの特性（１）海上輸送サービスの特性 （（※※海事局資料より抜粋）海事局資料より抜粋）

②定時性
・運航の定時性が確保されており、遅延率も低い水準。

（３０分以上の平均遅延率：瀬戸内海航路は僅か１．３％、太平洋等長距離航路でも６．６％）
・台風などの異常荒天時を除き、殆ど欠航はない。

（平均欠航率：瀬戸内海航路は１．０％、太平洋等長距離航路でも２．３％）

③柔軟性
・輸送単位は、軽トラックから10トン大型トラックまで、また１２フィートから４０フィートコンテナまで

様々な種類の貨物の積載が可能。
・船内に電源プラグも備え付けられ、冷凍・冷蔵貨物の温度管理も可能。

④安全性・安定性
・船舶は振動も少なく、輸送時の振動による荷崩れ、荷傷みは殆ど生じない。
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⑤距離帯別にみた分担率

資料：平成17年度貨物地域流動調査（総合政策局情報管理部情報安全･調査課）より作成
注１．距離帯は、都道府県間の距離を県庁所在地のJR区間距離で代表し、同一府県内については100km未満としている。

注２．長距離フェリー利用による貨物自動車の輸送は、自動車輸送統計の扱いに従って、海運ではなく自動車輸送に計上されている。

○輸送機関別地域間輸送トン数の推移

15,691 (63%) 3,973 (44%) 1,758 (51%) 3,911 (31%)

20,756 (69%) 4,082 (43%) 3,542 (54%) 2,205 (16%)

8,221 (33%) 4,566 (51%) 1,611 (46%) 7,694 (61%)

8,332 (28%) 4,761 (51%) 2,932 (45%) 10,719 (76%)

824 (3%) 484 (5%) 97 (3%) 1,077 (8%)

791 (3%) 554 (6%) 92 (1%) 1,203 (9%)

24,736 (100%) 9,024 (100%) 3,465 (100%) 12,682 (100%)

29,879 (100%) 9,397 (100%) 6,566 (100%) 14,126 (100%)

（単位：千トン）

九 州　着四 国　着中 国　着関 西　着

資料：平成7年度及び平成17年度貨物地域流動調査（総合政策局情報管理部情報安全・調査課）より作成

関 東  発

合  　計

鉄  　道

海　  運

自 動 車

注：長距離フェリー利用による貨物自動車の輸送は、自動車輸送統計の扱いに従って、海運ではなく自動車輸送に計上されている。

九州方面を中心としてモーダルシフトが進んでいる。 2

１．内貿ユニットロード輸送の動向

上段：平成7年度

下段：平成17年度

（１）海上輸送サービスの特性（１）海上輸送サービスの特性（１）海上輸送サービスの特性

○輸送距離帯別輸送機関分担率（平成１７年度）



①特徴

１．内貿ユニットロード輸送の動向

（２）フェリーとＲＯＲＯ船の動向（２）フェリーとＲＯＲＯ船の動向（２）フェリーとＲＯＲＯ船の動向

① 苫小牧→茨城（常陸那珂） １９時間４５分
② 敦賀→苫小牧 ２４時間００分

① 苫小牧→茨城（大洗） １７時間４５分
② 敦賀→苫小牧 １９時間１５分

航行時間（最短）

２４
（８頁参照）

１８
（７頁参照）

現在の航路数
（航路距離300km以上）

貨物を積んだトラックやシャーシなどを運ぶ。
船のランプウェイ（傾斜路）から自走により貨
物を搬入するＲＯＲＯ（ロールオン／ロールオ
フ）方式のため荷役効率に優れている。

トラックやシャーシの荷役方式はRORO船と同
じだが、合わせて旅客や乗用車も運ぶ。

トラック（有人、無人）、乗用車（有人）、旅客

中長距離フェリー

トラック（ほとんど無人）、乗用車（商品車）輸送品目

ＲＯＲＯ船
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１．内貿ユニットロード輸送の動向

（２）フェリーとＲＯＲＯ船の動向（２）フェリーとＲＯＲＯ船の動向（２）フェリーとＲＯＲＯ船の動向

②航路数（航路距離300km以上）
・フェリー航路数は、1990年に25航路であったが2008年には18航路に減少している。
・ＲＯＲＯ航路数は、1990年に18航路であったが2008年には24航路に増加している。

③貨物量の推移
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○フェリー・ＲＯＲＯ船・コンテナ船の一般貨物流動調査結果（平成18年度分）

○フェリーとＲＯＲＯ船の貨物量経年変化（2000年を100とした指数）
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注）フェリーとＲＯＲＯについては統計の

考え方が異なっており、単純比較でき

ないため、2000年を100とする指数で

推移を示した。

注１．台数は、大きさに関係なく１台とカウント
している。

注２．個数は、コンテナ２０フィートあたり１個と
してカウントしている。

注３．重量は、トラック等、コンテナの他に商品車、
その他貨物（直積みロール紙等）を含む。

出典：国土交通省海事局資料

港湾統計（年報）より作成

平成１７年度 平成１８年度 対前年比

トラック等航送台数（千台） 3,045 3,191 104.8%

コンテナ個数（千個） 788 876 111.1%

重量（千トン） 39,777 42,085 105.8%



１．内貿ユニットロード輸送の動向

（２）フェリーとＲＯＲＯ船の動向（２）フェリーとＲＯＲＯ船の動向（２）フェリーとＲＯＲＯ船の動向

④事例分析 （参考）フェリー・ＲＯＲＯ船大型化の事例
ⅰ）東京～徳島～新門司（フェリー） ⅱ）千葉～堺泉北～宇野～三島川之江（ＲＯＲＯ）
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大型化の動向
①船舶のリプレースを計画（対象船はH3竣工）

②競争力強化の観点からは、
・貨物の積載能力の向上

（シャーシ１台あたりのコストを抑制）
・燃費効率の良い船舶の建造（例：プロペラ２軸→１軸）

（千トン）（万トン）

大型化の動向
①船舶のリプレースを検討中（対象船はH4竣工）

②主要荷主の増産計画に対応
・シャーシの増車を計画

（シャーシ積載能力72台→120台）
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資料：港湾統計（年報）より作成（2006年は四国中央市港湾課資料）資料：東京都港湾局資料より作成

 既 存 船 新  船 

船  長 １６６ｍ １９９ｍ   

船  幅 ２５ｍ ２７ｍ   

満載喫水 ６．５ｍ ７ｍ   

積載台数 12m ﾄﾗｯｸ １２１台 12m ﾄﾗｯｸ ２００台以上 

乗 用 車 １２０台 １２０台   

旅  客 １４８～４６２名 ３５０～４６０名   

総トン数 １１，５００トン １６，０００トン   

 既 存 船 新  船 

船  長 １１４．５ｍ １６７ｍ 

船  幅 ２５ｍ ２６ｍ 

満載喫水 ６．５ｍ ７．５ｍ 

積載台数 12m ｼｬｰｼ ７５台 12m ｼｬｰｼ １２０台 

乗 用 車 １２０台 ２８０台 

総トン数 ７，７５１トン １０，０００トン 



環境面、物流効率化の観点から、内貿ユニットロード輸送利用へ
の期待が高まる中、需要動向を見据えた計画づくりを推進する。

内貿ユニットロード輸送に対応した港湾計画の考え方

①フェリーについては、全国の貨物量自体はほぼ横ばいの
状況であるが、既に需要が供給能力の限界に近づきつつある
航路もあるため、需要等の動向を見据えた計画づくりが必要。

②フェリーからＲＯＲＯ船へのシフトの事例も見られる中、フェリー
岸壁を計画する際には、将来、ＲＯＲＯ船も対応可能となるような
構造面等での配慮が必要。

③フェリーやＲＯＲＯ船等の定期航路については、全国のネット
ワーク形成の観点から、寄港する港湾の施設面（水深等）での
整合のとれた計画づくりが必要。
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（３）内貿ユニットロード輸送に対応した港湾計画の留意点（３）内貿ユニットロード輸送に対応した港湾計画の留意点（３）内貿ユニットロード輸送に対応した港湾計画の留意点

１．内貿ユニットロード輸送の動向



○舞鶴

○小樽

○苫小牧

大洗○

○新潟

仙台○

東京○

○名古屋
○大阪

○神戸

○泉大津

徳島○

○
志布志

新門司○

別府○

①

⑦

④

②

⑱

⑨

⑪ ⑩

○敦賀

⑤

「海上定期便ガイド2008版」より作成

⑮

小倉○ ⑧

○今治

（参考）フェリー航路図※航路距離300km以上を対象

宮崎○

③

鹿児島○

⑭

那覇・宮古･石垣

③

②○
大分

奄美・那覇

番号 事業者名 航 路 名
① 商船三井フェリー㈱ 苫小牧～大洗
② オーシャン東九ﾌｪﾘｰ㈱ 東京～徳島～北九州
③ 太平洋フェリー㈱ 苫小牧～仙台～名古屋
④ 新日本海フェリー㈱ 小樽～舞鶴
⑤ 〃 小樽～新潟
⑥ 〃 苫小牧～秋田～新潟～敦賀
⑦ 〃 苫小牧～敦賀
⑧ ㈱名門大洋フェリー 大阪～新門司
⑨ 阪九フェリー㈱ 泉大津～新門司
⑩ 〃 神戸～新門司
⑪ 関西汽船㈱ 松山～小倉
⑫ 〃 大阪～別府
⑬ ㈱ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾌｪﾘｰ/関西汽船㈱ 大阪～神戸～今治～松山～大分
⑭ ㈱ダイヤモンドフェリー 大阪～志布志
⑮ 宮崎カーフェリー㈱ 大阪～宮崎
⑯ マルエーフェリー㈱ 東京～志布志～那覇
⑰ マルエーフェリー㈱ 鹿児島～奄美～那覇
⑱ 有村産業㈱ 名古屋～大阪～那覇～宮古～石垣 ○秋田

⑥

⑥

⑥

⑫

○
松山

⑬

⑬

⑬

⑰

⑱

那覇

⑰

⑯

7



○苫小牧

東京○
川崎○

○名古屋
○大阪

○
志布志

「海上定期便ガイド2008版」より作成

小倉○

釧路
○

鹿児島○

博多○

水島
○

日立○

那覇

①

⑩

⑩

③

④

⑱

⑲

⑰

⑭

⑧

（参考）RORO航路図※航路距離300km以上を対象

番号 事業者名 航 路 名
① 川崎近海汽船㈱ 釧路～日立
② 〃 東京～油津～細島
③ 川崎近海汽船㈱/三菱化学物流㈱ 日立～北九州（小倉）
④ 川崎近海汽船㈱/近海郵船物流㈱ 苫小牧～東京
⑤ 〃 苫小牧～常陸那珂
⑥ 近海郵船物流㈱ 敦賀～苫小牧
⑦ 近海郵船物流㈱/琉球海運㈱ 東京～大阪～那覇～（宮古）
⑧ 琉球海運㈱ 博多～那覇
⑨ 〃 鹿児島～那覇
⑩ 日本通運㈱/日本マリン㈱ 釧路～苫小牧～東京
⑪ 日本通運㈱/商船三井フェリー㈱ 東京～岩国～博多
⑫ 〃 東京～徳山～宇野～博多
⑬ 商船三井フェリー㈱ 追浜～御前崎～苅田～大分
⑭ 有村産業㈱ 博多～ひびき～那覇
⑮ プリンス海運㈱ 苫小牧～八戸～川崎
⑯ 〃 追浜～神戸～苅田
⑰ 栗林商船㈱ 苫小牧～釧路～仙台～東京～名古屋～大阪
⑱ 〃 釧路～船橋
⑲ 〃 釧路～東京
⑳ 大王海運㈱ 千葉～大阪（泉北）～宇野～三島川之江

八興運輸㈱ 堺泉北～水島～宮崎～水島
南日本汽船㈱ 大阪～那覇～博多～鹿児島

〃 大阪～那覇～博多
マルエーフェリー㈱ 東京～志布志～那覇

宮崎○
細島○

○堺泉北
水島
○

油津○

②

②

常陸那珂○

⑤

○敦賀

⑥

仙台○

八戸○

⑰

⑰

⑰

⑰

⑨

○
三島川之江

宇野
○

○千葉

⑳

⑳

⑳

追浜○
○神戸

苅田○

⑭

⑯

⑯

⑮

⑮

御前崎
○

徳山
○

○岩国

⑦

⑦

⑪

⑫

大分○
⑬

⑬ ⑬
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○臨海部（＊）における工場立地は、バブル景気の崩壊後、景気の後退とともに低迷していたが、近年の
景気回復に伴い増加傾向にあり、特に、加工組立型業種、基礎素材型業種の伸びが顕著である。
○工場立地面積の増加と相まって、臨海部への立地が全体に占める割合も上昇傾向にある。

出典：「工場立地動向調査（経済産業省）」をもとに
国土交通省港湾局作成

※ ここで言う臨海部とは、岸壁（物揚場を含む）・海岸に接す
る用地又はこれらと一体となっている用地を示す。

４業種別　工場立地面積（臨海部）
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○雑貨型業種

プラスチック製品製造業、出版・印刷業、家具製造業、そ
の他の製造業、衣服製造業、ゴム製品製造業、皮製品製造業

○地方資源型業種

食料品製造業、窯業・土石製品製造業、木材・木製品製造
業、飲料・飼料等製造業、パルプ・紙製造業、繊維工業

○基礎素材型業種

化学工業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、石油製品製造業

○加工組立型業種

金属製品製造業、一般機械器具製造業、輸送用機械器具製
造業、精密機械器具製造業

’89      ’91       ’93      ’95       ’97      ’99       ’01      ’03      ’05 ’89      ’91      ’93      ’95      ’97      ’99      ’01     ’03      ’05 

２．臨海部における工場立地の動向

9



住友金属：粗鋼生産：約2,000億円

中国木材：製材：約200億円

日本製紙：薄物コート紙：約630億円

大平洋金属：ステンレス材料：約215億円

八戸市：八戸港

鹿嶋市：鹿島港

和歌山市：和歌山下津港

四国中央市：三島川之江港

周南市：徳山下松港

ポスコ：鋼板コイル：約26億円
東京製鐵：薄板：約1,220億円

豊橋市：三河港

田原市：三河港

三井化学：耐熱PET樹脂：約20億円

和木町：岩国港

ひたちなか市：常陸那珂港

王子製紙：塗工紙生産設備：約500億円 阿南市：徳島小松島港

：

ＪＦＥ：粗鋼生産：約1,450億円
ジャパンエナジー：ガス：約505億円

倉敷市：水島港 坂出市：坂出港

高松市等：高松港

川崎造船：造船：約100億円

タダノ：建設用クレーン：約80億円

苫小牧市：苫小牧港

トヨタ自動車北海道：自動車部品：約50億円

諫早市：長崎港

大分市：大分港

ダイハツ：完成自動車工場：約490億円
： （第2工場）：約235億円

氷見市：伏木富山港

キヤノン：複写機用品：約８00億円

中津市：中津港

○臨海部において、電気電子・自動車・製紙・製鉄関連等の大規模設備投資等が多く見られる。

射水市：伏木富山港

新潟市：新潟港

コマツ：建設機械

約85億円

金沢市：金沢港

苅田町：北九州港・苅田港 富士通日立プラズマ：
PDP生産：約８50億円

国富町：宮崎港

北九州市：北九州港

東レ：炭素繊維：約250億円 松前町：松山港

トクヤマ：化学系製品：約568億円
東ソー：化学系製品：約1,000億円

北越製紙：製紙：約550億円

堺市：
堺泉北港

シャープ：液晶パネル
約3,800億円尼崎市：神戸港

松下電器産業：ＰＤＰ
（尼崎第１工場）：約 950億円
（尼崎第２工場）：約1,800億円
（尼崎第３工場）：約2,800億円

企業名：製造品目等：設備増設等の投資金額

所在地：主な利用港

凡 例

開始したもの（予定含む）
※2004年以降に生産を

オプテス：工学フィルム：約100億円
アイシン軽金属：自動車部品：約82億円

三菱重工業：太陽電池：約150億円

トヨタ自動車：エンジン工場：約340億円
：部品工場：約160億円

日産自動車：塗装ライン更新：約100億円
：一貫組立工場：約300億円

ブリヂストン：ラジアルタイヤ：約285億円
東邦チタニウム：チタン原料：約396億円
デンソー：カーエアコン：約200億円

コマツ： 建設機械：約200 億円
日立建機：建設機械：約280 億円

牧之原市：清水港スズキ：自動車エンジン：約600億円

出典：国土交通省港湾局調べ
平成２０年３月現在

大王製紙：塗工紙生産設備：約470億円
丸住製紙：クラフトパルプ：約300億円

姫路市：姫路港 松下電器：液晶パネル：約3,000億円

ＳＵＭＣＯ：ポリシリコン：約400億円

伊万里市：伊万里港

上越市：直江津港

名古屋市：名古屋港

国際石油帝石：LNG：約800億円

石巻市：石巻港

10

東レ：自動車部品：約300億円

２．臨海部における工場立地の動向



（西港地区）

多目的国際
ターミナル

国際海上コンテ
ナターミナル

岸壁（-12m）耐震等製紙工場

岸壁（-13m等）

港運
会社

新潟港（東港地区）

製紙工場、港運会社の増設等
投資額：約５６３億円（Ｈ１８～Ｈ２０）
雇用増：約９０人

多目的国際ターミナル
約２６億円（Ｈ１３～Ｈ１５）
国際海上コンテナターミナル
約５５億円（Ｈ２０～Ｈ２３）

（関連企業分を含む）

（関連企業分を含む）

企業群

航路・泊地
（-10m）

製鉄工場

製油工場

岸壁(-10m)

多目的国際
ターミナル

多目的国際ターミナル
約２７４億円（Ｈ９～Ｈ２０）

水島港

製油工場、製鉄工場の増設等
投資額：約３，８１８億円（Ｈ１５～Ｈ２１）
雇用増：約２，０７０人

防波堤

泊地(-14m)

多目的国際
ターミナル

製紙工場

企業
群

多目的国際ターミナル
約１９０億円（Ｈ１４～Ｈ２２）

製紙工場の増設等
投資額：約８３０億円（Ｈ１７～Ｈ２２）
雇用増：約１３０人

三島川之江港

（関連企業分を含む）

複合一貫輸
送ターミナル

多目的国際
ターミナル

自動車製造工場

中津港

自動車製造工場の新規立地等
投資額：約１，０１５億円（Ｈ１５～Ｈ１９）
雇用増：約５，３００人

多目的国際ターミナル
複合一貫輸送ターミナル
約３８８億円（Ｈ８～Ｈ２４）

（関連企業分を含む）

航路・泊地(-14m)

和歌山下津港 製鉄工場 紀

川
ノ

製鉄工場の設備更新・増設
投資額：約２，０００億円（Ｈ１７～Ｈ２２）
雇用増：年間約１２０人

航路・泊地浚渫
約１１億円（Ｈ１９～Ｈ２０）

岸壁（-7.5m）
（改良）（耐震）

臨港道路

臨港道路(Ⅱ)【計画】

緑地(計画）

岸壁（-10m）
（改良）（耐震）【計画】

複合一貫輸送
ターミナル

家電工場進出地
2009年度稼働予定

堺泉北港

家電工場の新規立地等
投資額：約１兆円
（Ｈ１９～Ｈ２１）

複合一貫輸送ターミナル
約７３億円（Ｈ１７～）

製鉄工場（Ａ社）

防 波 堤

〔三河港 田原地区〕

岸壁(-12m)

多目的国際
ターミナル

〔三河港 神野地区〕

製鉄工場（２社）の新規立地
投資額：約１，２４６億円（Ｈ１７～Ｈ２１）
雇用増：約５００人

多目的国際ターミナル
約２４６億円

三河港

（関連企業分を含む）※事業費は、実施中の事業のみで計画は含まない

航路・
泊地

（関連企業分を含む）岸壁(-14m)防波堤（西）

北ふ頭 南ふ頭

廃棄物処理用地
中央ふ頭地区

複合一貫輸送
ターミナル

岸壁（-10m,
-12m,-14m）

国際海上コンテナ
ターミナル 等

建機工場（Ｂ社）
19.7ha（H19.1操業）

中央ふ頭

常陸那珂港

建機工場（２社）の新規立地等
投資額：約５３５億円（Ｈ１８～Ｈ２０）
雇用増：約７４０人

（将来的には１，１９０～１，３９０人）

国際海上コンテナターミナル等
複合一貫輸送ターミナル
約２００億円（Ｈ４～Ｈ２０）

東防波堤全体延長 6,000ｍ

製鉄工場（Ｂ社）

（関連企業分を含む）

○近年、港湾整備に伴って、
臨海部への新たな企業立地
が急激に進んでいる。
○この結果、地域への新規の
民間投資が促進されるととも
に、多くの雇用が創出され、
地域が元気になる。

岸壁(-13m)

泊地（-13m）

産業機械工場
航路（-13m）

多目的国際
ターミナル

金沢港

産業機械工場の新規立地等
投資額：約３００億円

多目的国際ターミナル
約１６０億円（Ｈ１８～Ｈ２７）

東港区

岸壁(-14m)

多目的国際ターミナル

岸壁(-12m)

泊地（-14m）

泊地（-12m）

自動車関連産業の新規立地等
投資額：約８１７億円（Ｈ１６～Ｈ１８）
雇用増：約１，４００人

苫小牧港

（関連企業分を含む）

西港区

自動車関連産業等

西港区利用
の効率化

多目的国際ターミナル
約３６０億円（Ｈ１３～Ｈ２３）

平成19年10月現在

２．臨海部における工場立地の動向
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新聞記事、企業ヒアリングに基づき国土交通省港湾局作成

岸壁(-8m)

岸壁(-11m)

航路泊地
(-12m)

建機工場（Ａ社）
（H19.10進出予定）



利用不可能

岸壁 ふ頭用地 岸壁 ふ頭用地

耐震強化岸壁

岸壁 ふ頭用地 岸壁 ふ頭用地

利用可能

３．大規模地震対策施設

神戸港摩耶ふ頭第１突堤３号岸壁
（H7.1 阪神・淡路大震災での被災状況）

神戸港摩耶ふ頭第１突堤４号岸壁
（H7.1 阪神・淡路大震災での被災状況）

○大規模地震対策施設

人口や産業が集中する臨海部において、大規模な地震が発生した場合に、被災直後の緊急物資、避難者等の
海上輸送を確保するため、耐震性を備えた港湾施設（大規模地震対策施設）を計画する

大規模地震対策施設

緊急物資輸送のための耐震強化岸壁

物資の一時保管場所、避難地としてのオープンスペース

それらと被災地を接続する緊急避難道路 等

通常岸壁

地震
発生

H7.1 阪神・淡路大震災時の緊急物資の海上搬入

柏崎港に緊急物資の輸送のため自衛艦等３隻が着岸
（H19.7 新潟県中越沖地震）

耐震強化岸壁

オープンスペース
背後市街地
（被災地）

緊急避難道路

イメージ

提供：神戸港振興協会 12



東京港港湾計画東京港港湾計画
一部変更一部変更

廃棄物埋立
ゾーン

臨海

副都心

コンテナ（-16m）

整備中

10号地その2

多目的（-11m）

整備中

RORO（-9m）

整備中

外貿コンテナ

内貿RORO 13



【背景】
○東京港は、我が国を代表する国際貿易港であるとともに、北海道や九州
をはじめとする国内主要港とフェリーやRORO船で結ばれている。

○フェリーふ頭（南）については、水深8.5m、岸壁延長238m岸壁１バース
が徳島・新門司向けフェリー岸壁として供用されている。

○フェリーふ頭（南）を利用している船社としては、既存船舶のリプレー
スに際して、大型船を投入する予定である。

【背景】
○東京港は、我が国を代表する国際貿易港であるとともに、北海道や九州
をはじめとする国内主要港とフェリーやRORO船で結ばれている。

○フェリーふ頭（南）については、水深8.5m、岸壁延長238m岸壁１バース
が徳島・新門司向けフェリー岸壁として供用されている。

○フェリーふ頭（南）を利用している船社としては、既存船舶のリプレー
スに際して、大型船を投入する予定である。

【対応】
○フェリーふ頭（南）を岸壁延長230m、船首尾係船岸40mの計270mに変更す
るとともに、従前どおり、これを耐震強化岸壁に位置づける。

○これに伴い、隣接する物資補給岸壁（水深7.5m）の延長を195mに変更す
る。

【対応】
○フェリーふ頭（南）を岸壁延長230m、船首尾係船岸40mの計270mに変更す
るとともに、従前どおり、これを耐震強化岸壁に位置づける。

○これに伴い、隣接する物資補給岸壁（水深7.5m）の延長を195mに変更す
る。

港湾計画変更の概要（フェリー埠頭）港湾計画変更の概要（フェリー埠頭）

内港地区

東部地区

中部地区

南部地区

葛西沖地区

羽田地区

中央防波堤地区

東京港港湾計画位置図

大井ふ頭
その１

品川ふ頭

京浜２区

日の出ふ頭

竹芝ふ頭

貯木場

15号地

12号地

14号地その１７号地

14号地その２

晴海ふ頭

豊州ふ頭

京浜３区 京浜６区

東京国際空港

大井ふ頭
その２

13号地

10号地
その２

10号地
その１

その１

中央防波堤
内側埋立地

その２

朝潮

芝浦ふ頭

８号地

新海面処分場

月島

勝島
中央防波堤
外側埋立地

既定計画

33m

205m

フェリー埠頭
（-8.5m）1バース 238m

40m

230m

フェリー埠頭
（-8.5m）1バース 270m

今回計画
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金子地区

愛媛県

高知県

徳島県

香川県

三島川之江港

三島川之江港港湾区域

金子地区
村松地区

大江地区

川之江地区

国道11号

三島川之江三島川之江港港湾計画港港湾計画

一部変更一部変更
村松地区 大江地区

H19.3暫定供用

変更箇所
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【背景・課題】
○四国初のＲＯＲＯ航路が就航
し取扱貨物が増加

●狭隘な背後ヤードのため、非
効率な横持ち輸送が発生

●企業の増産計画に伴うユニッ
ト貨物の増加が想定される

●ＲＯＲＯ船の大型化に対応可
能な岸壁水深となっていない

【対 応】
・ユニット貨物の増加、モーダル
シフトの促進に対応

・RORO船の大型化への対応

・背後ヤードの拡充

⇒内貿ユニットロード埠頭

【施 設】
水深９ｍ 岸壁１バース

延長２２０ｍ
水深９ｍ 航路・泊地 ４ha

港湾計画変更の概要

Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
船

狭隘なエプロンとその直背後 シャーシの乗降時には一般通行車両は通行止

金子地区

村松地区

村
松
１
号
岸
壁

RORO船シフト

泊地 （-14）
1.7 ha

（工事中）

航路・泊地 （-14）
17.6ha

（工事中）

(-
14

) 
28

0
m

（
工

事
中

）
(-

9
) 
2
20

m

航路・泊地 （-9）
3.2ha

泊地 （-9）
1.1ha

コンテナ・シャーシ仮置場
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無量寺無量寺

戸水戸水

御供田御供田

五郎島五郎島

大浜大浜

-13m多目的国際ターミナル

（H20.秋暫定供用予定）

大型プレス機械工場

（H19.1操業開始）

金沢港金沢港港湾計画港湾計画 一部変更一部変更

17



港湾計画変更の概要港湾計画変更の概要
◇対応

生産増強の動きを加速する企業動向に迅速に対応するため、土地利用等
を変更する。

◇背景・課題

金沢港大浜地区では、大型プレス機械の新工場の操業に加え新たな建
設機械工場の立地も計画され、生産拠点化が進められている。そのため
工業用地・臨港道路等の確保が必要となっている。

既定計画 今回計画

土地利用計画
工業用地 21.0ha(追加)

土地利用計画
工業用地、緑地、埠頭用地（変更）

金沢工場
大型プレス機械(欧米・東南アジア) 新工場(H21年稼動予定)

鉱山用建設機械(アジア)

大型プレス機械工場

臨港交通施設計画
臨港道路（新規）
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広島港広島港港湾計画港湾計画
一部変更一部変更

鳥取県

島根県

山口県

広島県

岡山県

愛媛県

香川県

徳島県

兵庫県

徳山下松港
下関港

神戸港

姫路港

和歌山下津港

水島港
大阪港

堺泉北港

福岡県

北九州港

広島港

鳥取県

島根県

山口県

岡山県

位置図

愛媛県

香川県

徳島県

兵庫県

徳山下松港
下関港

神戸港

姫路港

和歌山下津港

大阪港
堺泉北港

福岡県

北九州港

五日市地区 宇品地区

出島地区

海田地区

廿日市市

広島市

坂町

海田町

府中町

約20km
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宇品地区

耐震強化岸壁に改良
水深１０ｍ 延長２８０ｍ緑地 １０ｈａ

港湾計画変更の概要港湾計画変更の概要

海田地区

耐震強化岸壁に改良
水深７．５ｍ 延長１３０ｍ緑地 ３３．３ｈａ

耐震強化岸壁に改良
水深１２ｍ 延長２４０ｍ

五日市地区

◇対応

耐震強化岸壁の早期確保の観点から、既存岸壁の改良を含めた配置に

見直す

◆既定計画：出島(新規)、宇品(新規)
◆今回計画：五日市(改良)、出島(新規)、宇品(改良)、海田(改良)

◇背景・課題

広島港における大規模地震対策の緊急性が高まる一方で、既定計画
における耐震強化岸壁等は、早期確保が困難な状況

H19.7新潟県中越沖地震の際、柏崎港中浜地区の岸壁
3バースが、緊急物資等の海上輸送拠点に利用された

(新潟県：柏崎港)

既存岸壁(残置)

・岸壁補強
・液状化対策 等

耐震改良イメージ図

耐震強化岸壁
水深１０ｍ 延長２８０ｍ

出島地区

既定計画

変更(追加)
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石狩湾新港港湾計画石狩湾新港港湾計画

一部変更一部変更
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港湾計画変更の概要（外郭施設）

『背景・課題』

早急な静穏度確保の要望

『対応』
早急に港内の静穏度を確保するため、
外郭施設の配置の見直しを行う。
※主に西地区多目的国際ターミナル－１４ｍ岸壁

前面の静穏確保

西地区多目的国際ターミナル

【－14m岸壁取扱貨物量】 Ｈ１９ １,３７７千トン

岸壁 水深14m
延長280m

【変更内容】
北防波堤 延長 ４，５００ｍ → ４，９００ｍ
島防波堤（北） 延長 ８５０ｍ → 削除
防波堤（島外） 延長 １５０ｍ （新規計画）

北防波堤
延長400m延伸

防波堤（島外）
延長150m（新規）

島防波堤(北)
計画削除

97.50.31.60.40.20.0

NNNWNWWNWW
稼働率

（％）

限界波高出現率（％）

計画変更箇所卓越波
（NW）

荷役に影響
を与える波
（WNW～N）

Ｎ
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